
令和２年度～令和６年度

令和２年３月

入　善　町

入 善 町 行 財 政 改 革 実 行 計 画

（アクションプログラム）



前期

R01 R02 R03
R04
以降

　１　　事務事業見直し

1 総合調整機能の強化
副町長を補佐する職として各階の業務の統括等を担う課長を選任する
など、総合調整機能の強化を図るために必要な対策を講じる。

総務課 拡充 実施 継続

2
国・県要望事務、広報公
聴事務の所管統合

秘書政策室の廃止に伴い、国・県要望事務と公聴事務の主管課を企画
財政課に移管統合し、事務の効率化を図る。

総務課
企画財政課

移管 実施
検討
実施

3 交際費の削減
町長、議長等の交際費については、必要最小限の範囲にとどめるとと
もに、引き続き、執行状況を公表して使途の透明性確保に努める。

総務課
議会事務局

関係課
適正化 継続 継続

4 ふるさと納税の推奨
ふるさと納税者に対する謝礼の内容を見直し、納税者の増加を図ると
ともに、全国に町と町の特産品を積極的にＰＲする。

総務課 拡充
検討
実施

検討
実施

5 組織・機構の再編
課の規模の適正化や、最重要課題担当部署の新設等を柱に組織・機構
改革を進め、住民サービスの向上と効率的な行政組織の実現を図る。

総務課 適正化 実施 継続
H26 11課体制
H27 13課体制
H30 14課体制

6
施設の管理運営方法等の
見直し

指定管理者制度等に取り組むことで、より効率的、効果的な管理運営
が実現可能な町の直営施設については、積極的な見直しを推進する。

総務課
関係課

移管 検討 検討

7
ワンストップサービス等
の実施

窓口改革として、窓口業務のワンストップ化及び１階の全職員が正面
を向く形での座席配置等を実現し、窓口サービスの改善を図る。

総務課
関係課

拡充 実施 継続

8 閉庁日等の窓口実施
閉庁日等に住民票、戸籍、印鑑証明、税証明等の諸証明が請求できる
よう、閉庁日等の窓口一部開庁を開始する。

総務課
関係課

拡充 実施 継続

9
窓口業務における民間委
託の検討

「地方公共団体における適正な民間委託に関するガイドライン」等に
基づき窓口業務の民間委託の検討を行う。

総務課
関係課

移管 検討

10 服装規程の整備
窓口改革に合わせて服装規程を設け、公務員に相応しい服装に正すと
ともに、女性職員に制服を貸与し、窓口のイメージアップを図る。

総務課 適正化 実施 継続

11
会計年度任用職員等の雇
用事務と配置決定事務の
一元化

会計年度任用職員等の任用ルール厳格化に対応するため、雇用事務を
総務課で一元管理し、また、配置基準を明確化して真に必要な雇用に
限定する。

総務課 適正化
検討
実施

検討
実施

12 職員研修の充実
職員のスキルアップを図るため、従来からの県派遣研修やＯＪＴ等の
研修に加え、新たな研修方法を導入するなど、抜本的対策を講じる。

総務課 拡充 実施 継続

備考№ 取組項目 取組内容 担当課 種別
実行年度
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前期

R01 R02 R03
R04
以降

備考№ 取組項目 取組内容 担当課 種別
実行年度

13 有給休暇等の取得推進
職員の健康管理に資するため、必要な職員数の確保や業務の平準化を
図り、休暇を取得しやすい職場環境づくりを推進する。

総務課 適正化 実施 継続

14 職員福利厚生の改善
職員福利厚生の強化策として、人間ドック助成の該当節目年齢を拡充
し、職員の健康維持と生活習慣の改善を図る。

総務課 拡充 実施 継続

15 心の健康対策の強化
職員の心の健康管理に資するため、予防啓発やケア体制を強化すると
ともに、業務量の軽減や平準化を図るなど、必要な対策を講じる。

総務課 拡充 実施 継続

16 出退勤管理の実施
職員の勤務時間の改善等勤務環境の整備に取り組み、必要な対策を講
じる。

総務課 拡充 実施 継続

17
職員ОＢの関係機関への
再就職斡旋等の見直し

公益財団法人等の要請に応じ、役員や事務員として職員ＯＢを斡旋・
紹介しているが、再任用制度の運用開始後は相互調整等が必要となる
ため、住民感情等も考慮し、必要最低限の範囲とする。

総務課
関係課

適正化 実施 継続

18
処務規程の改正と文書審
査事務の体制強化

法制執務や公文書等に関する研修機会を拡充し、職員の例規作成等に
対する能力向上を図る。また、現実と乖離した処務規程を改正する。

総務課 適正化 実施 継続

19
文書の電子データ化の推
進

紙ベースでの文書について、電子データ化の推進を図ることにより、
事務の簡素化・合理化を図る。

企画財政課
関係課

拡充 検討
検討
実施

20 内部統制制度等の導入
行政サービスの提供等の事務上のリスクを評価及びコントロールし、
事務の効率かつ適正な執行を確保する。

総務課 適正化
検討
実施

21
庁舎の管理業務等の見直
し

庁舎の管理業務のあり方等について検討し、効率的な管理体制の構築
を図る。

総務課 移管 実施 継続

22
スクールバスの管理運行
業務等の見直し

老朽化したスクールバスの更新の是非や今後の車両管理・運転業務の
あり方等について検討し、最も効率的な管理運行体制の構築を図る。

総務課 移管 実施 継続
バスは更新、運転を外
部委託するのが効率的

23
地域コミュニティの機能
強化と自主性の醸成

補助金等の一括交付金化を円滑に推進するため、管理職による地区担
当制等の導入を検討するなど、地域力の向上に向けた体制を整備し、
地域の事務負担軽減や、自主性の育成、交付金の効果的活用を図る。

総務課
関係課

再編 実施
検討
実施

24
防犯協会事務局体制等の
見直し

防犯協会の事業内容や賛助金の募集方法等について検証するととも
に、事務局体制のあり方について検討し、必要な見直しを図る。

総務課 移管 検討
検討
実施

25 庁費の節減
環境方針や地球温暖化防止実行計画に基づき、環境に配慮して事務事
業を推進することで、経常的な事務費や維持管理費等の節減を図る。

総務課
関係課

適正化 実施 継続
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前期

R01 R02 R03
R04
以降

備考№ 取組項目 取組内容 担当課 種別
実行年度

26 公聴活動の見直し
主要な公聴活動である「町政バス」と「まちづくり懇談会」は、マン
ネリ化の傾向が否めないため、実施方法や内容等の見直しを行う。

総務課
企画財政課

適正化 実施
検討
実施

27
新エネルギーの活用と省
エネルギーの推進

小水力発電の学習施設整備や省エネカーの導入促進、電気自動車用充
電スタンドの設置など、官民一体で新エネルギーの利用促進を図る。

企画財政課
関係課

拡充
検討
実施

検討
実施

28 並行在来線の利用拡大
あいの風とやま鉄道の開業に合わせ、魅力ある駅舎への再生や周辺の
環境整備、官民一体での利用促進策等に取り組み、利用拡大を図る。

企画財政課 拡充 実施 継続

29 ＯＡ化の推進
システム共同利用の導入等に合わせて、システム化が未実施の業務の
システム化を積極的に推進する等、事務の簡素化・合理化を図る。

企画財政課
関係課

拡充 検討
検討
実施

30 情報管理体制の改善
大量な行政情報の一括遠隔管理を可能とするためにクラウドシステム
を導入し、非常時における万全なバックアップ体制の確立を図る。

企画財政課
関係課

拡充
検討
実施

検討
実施

31 ＲＰＡ活用の推進
ＲＰＡ（ロボティクス・プロセス・オートメーション）技術の活用に
より業務効率の向上を図る。

企画財政課
関係課

拡充 検討 実施

32
全庁型ＧＩＳシステムの
導入

統合型ＧＩＳの導入により個別管理されている地図情報を一元化を図
る。

企画財政課
関係課

拡充 検討 実施

33 財政の健全化
経常収支比率80％以下、財政力指数0.6以上を目標に、事業の選択と
集中に努め、有利な財源の確保を図り、今後も健全財政を堅持する。

企画財政課 適正化 実施 継続
H25普通会計決算
経常収支比率 77.2％
財政力指数　 0.53

34 公債費の抑制
近年、公債残高や公債費が増高傾向にあるため、交付税算入率の高い
優良起債の選択、低利での借り入れ、繰上償還の実施等に取り組む。

企画財政課 適正化 実施 継続

35 恒常的な経費の適正化
契約が自動更新する委託料や年貢等の賃借料、通年的な手数料、小額
謝礼等について、廃止、縮小に向けた見直しを行い、適正化を図る。

企画財政課
関係課

適正化 実施 継続

36 受益者負担の適正化
施設・設備の使用料等について、県内の情勢等を踏まえて、随時、見
直しを行い、受益者負担の適正化に努める。

企画財政課
関係課

適正化
検討
実施

検討
実施

37 町有地の有効活用
町有地のうち、事業計画用地は早期着手を推進し、遊休地は売却して
管理費を節減するなど、町有地の有効活用と管理の適正化を図る。

企画財政課 適正化 実施 継続

38
遊休施設の計画的な有効
活用

休館中、又は休館予定の西部児童館、消防庁舎、保育所等について、
総合的見地から跡地利用等について検討し、計画的な対応を図る。

企画財政課 適正化 実施 継続
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前期

R01 R02 R03
R04
以降

備考№ 取組項目 取組内容 担当課 種別
実行年度

39
新地方公会計制度への移
行

平成28年度決算時からの公会計による財務諸表調製と公共施設等総合
管理計画策定に対応するため、跡地利用の推進等による資産の整理を
図るなど、固定資産台帳整備等の準備を進める。

企画財政課 拡充 実施 継続

40
徴収率の向上と徴収業務
の一元化

町税と町税以外の徴収業務の全項目で徴収率99％以上を目標に滞納額
の圧縮に努め、その対策として徴収業務の一元化について検討する。

税務課
関係課

再編 実施 継続

41 前納報奨金制度の適正化
町県民税の特別徴収対象者には恩恵がないことなどを踏まえ、前納報
奨金制度を維持しつつ、公平性の確保と経費の削減を図る。

税務課 縮小 検討 検討

42 申告相談会場の一元化
舟見交流センターでの出張申告相談を廃止し、サンウェル又は新庁舎
で一元的に実施することにより、事務の効率化を図る。

税務課 縮小 検討 検討 実施

43
ごみ収集運搬委託業務の
適正化

業務発注時において、より一層、競争原理が働くような発注のあり方
等について、総合的な見地から検討を行い、経費の削減を図る。

住民環境課 適正化 実施 継続

44
し尿収集運搬委託業務の
適正化

収集量の減少による委託料の増高等で町民の負担増を招かないよう、
広域実施や競争原理の導入等を検討し、効率的で適正な運用を図る。

住民環境課 適正化
検討
実施

検討
実施

45 保育所統廃合の推進
１小学校区１保育所の実現を目指し、統廃合が未実施の保育所につい
て、統廃合に向けた具体的な事業計画を策定し、早期実現を図る。

結婚・子育て
応援課

再編
検討
実施

検討
実施

46 保育所運営方法の見直し
保育所の民営化や指定管理者制度導入を早期に取り組み、保育サービ
スの強化、保育士の正規職員化の推進、保護者負担の軽減等を図る。

結婚・子育て
応援課

移管
検討
実施

検討
実施

47 子育て支援対策の拡充
学童保育の受け入れを小学６年生まで拡充、保育所入所基準の見直し
及び保育所入所手続きの簡素化など、子育て支援対策の充実を図る。

結婚・子育て
応援課

拡充 実施 継続

48 少子化対策の拡充
少子化対策担当部署の新設、３人目以降の保育料無料化、子宝支援金
制度の強化及び人生の節目での支援など、少子化対策の拡充を図る。

結婚・子育て
応援課

拡充 実施 継続

49 結婚奨励施策の推進
地域で婚活を支援する「入善世話やき隊」と連携することで結婚応援
事業の更なる充実を図り、少子化対策として結婚奨励を推進する。

結婚・子育て
応援課

拡充 実施 継続

50
日赤弔慰金と弔辞の見直
し

日赤社員の葬儀に職員が参列し、弔慰金給付と弔辞読み上げを行って
いるが、廃止、縮小、外部委任等を検討し、職員の負担軽減を図る。

保険福祉課
縮小
廃止
移管

検討 検討

51
老人福祉センター老朽化
対策の検討

開設以来30年余が経過して老朽化が著しいため、施設の廃止や移転改
築等について検討を行い、必要な対策を講じる。

保険福祉課 廃止
検討
実施

検討
実施
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前期

R01 R02 R03
R04
以降

備考№ 取組項目 取組内容 担当課 種別
実行年度

52
高齢者いきがい対策事業
の見直し

年々対象者が増加する米寿祝いを希望者だけに限定することで、事務
負担の軽減を図る。

保険福祉課 縮小 実施 継続 Ｈ２６から実施済み

53
高齢者等の買い物支援対
策

高齢者等の買い物弱者対策について、ニーズ等を検証しながら、適宜
見直しを行い、必要な対策を講じる。

保険福祉課 再編 実施 継続

54
農商工連携の強化と６次
産業化の推進

農商工連携による新しい商品開発や販路拡大等への取り組みを強化す
るとともに、６次産業化の推進により、農業生産等と加工・販売等の
融合したビジネスの展開を図り、雇用の増加と町の活性化に資する。

がんばる農政課
キラキラ商工観

光課
拡充 実施 継続

55 農業公社の体制強化
農地利用集積に関する国の制度改正等で農業公社の事務量が増大する
ため、専門知識を有する人材の配置など、組織体制の強化を図る。

がんばる農政
課

適正化 検討 検討

56
勤労者福祉センター老朽
化対策の検討

築後32年余が経過して老朽化が著しく、耐震化も未実施のため、施設
の廃止や跡地利用等も含めた管理運営のあり方について検討を図る。

キラキラ商工
観光課

廃止 検討 検討

57
園家山周辺の管理体制整
備

Ｈ27年度に勤労青少年ホームが解体されるため、新たに園家山キャン
プ場の管理棟の整備が必要であり、園家山周辺の一体的な管理体制の
構築を図る。

キラキラ商工
観光課

再編
検討
実施

検討
実施

58
まちづくりイベント等の
見直し

商工会やまちづくり団体が実施するイベント等が町の支援に過剰依存
しないよう、適正な支援のあり方を再検討し、必要な見直しを図る。

キラキラ商工
観光課

適正化 実施 継続

59
商工会等への支援・補助
体制の見直し

商工関係団体や新規起業者等に対する補助金のあり方について効果や
必要性等を検証し、適正な補助制度となるよう必要な見直しを行う。

キラキラ商工
観光課

適正化 実施 継続

60
観光物産協会への支援・
補助体制の見直し

観光物産協会が町の観光振興を十分に担える組織として自立できるよ
う、補助金や人的支援のあり方等を検討し、必要な見直しを図る。

キラキラ商工
観光課

適正化 実施 継続

61
観光行政に対する取り組
み方法等の見直し

投資効果や受益性の観点から観光行政の現況を検証し、限られた職員
と予算の範囲で、より効果的に取り組めるよう必要な見直しを図る。

キラキラ商工
観光課

適正化
検討
実施

検討
実施

62 企業誘致の促進
企業誘致をより一層促進するため、推進体制を強化し、戦略としての
立地助成のあり方を検討するなど、誘致活動の積極的な展開を図る。

キラキラ商工
観光課

適正化 実施 継続

63
企業立地助成金等の見直
し

既存企業の拡張や設備投資に対しても積極的な支援を行ってきたが、
これまでの支援効果等を検証し、より効果的な支援体制を構築する。

キラキラ商工
観光課

適正化 実施 継続

64
新幹線駅からの２次交通
の整備

黒部宇奈月温泉駅と入善駅を結ぶバスの試験運行を行い、利用者の声
や利用状況等を分析し、より良い形での２次交通の本格運行を図る。

キラキラ商工
観光課

適正化
実施

見直し
検討
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65
のらんマイ・カーの運行
形態の見直し

従来路線について、存続の必要性等を検証して必要最小限に縮小し、
デマンド方式を主軸とした新たな運行形態への移行を図ることで、よ
り効果的・効率的で町民ニーズに即した町営バスに再編する。

キラキラ商工
観光課

適正化
実施

見直し
継続

66
里山温泉観光施設の管理
運営方法等の検討

今後、大規模修繕等を理由として、町の負担が大きくなることがない
よう、適正な管理運営のあり方等について検討する。

キラキラ商工
観光課

適正化 実施 継続

67
うるおい館の管理運営方
法等の検討

施設の管理運営方法やソフト事業のあり方等について検討を行い、よ
り効果的で効率的な管理運営を図る。

キラキラ商工
観光課

適正化
検討
実施

検討
実施

68
深層水関連事業の推進体
制等の再検討

カキの浄化・蓄養事業の参入、サクラマス養殖実証実験や海藻陸上養
殖実証実験などの動向を踏まえ、今後の深層水活用事業の推進体制や
深層水関連施設の維持管理方法のあり方等を検討する。

キラキラ商工
観光課

再編 実施
検討
実施

69
深層水関連イベントの見
直し

事業の効果や必要性等を再検証し、事業規模の見直しなどの今後のあ
り方等について検討を行い、より効果的な事業実施を目指す。

キラキラ商工
観光課

再編 実施
検討
実施

70
海岸防災林の管理体制の
確立

海岸防災林の管理方法等が確立されておらず、費用面や地元協力等で
多くの課題があるため、県の育林事業等の活用も含めた今後の管理の
あり方等について検討する。

建設課 適正化 実施 継続

71
主要幹線道路整備計画の
見直し

上野吉原線、平曽川国道線の鉄道横断等について、投資効果や災害時
貢献度等を検証し、事業の継続、廃止、再開等について検討する。

建設課
縮小
廃止
拡充

検討 検討

72 土地改良事業等の見直し
土地改良事業における事業採択の経過や投資効果等を十分に検証し、
多面的機能支払支援事業との関係等も含め、今後の土地改良区との適
切な関係や支援のあり方等について見直しを行う。

建設課 適正化 検討 検討

73 都市計画等の見直し
都市計画決定後も永年未整備の都市計画道路は、今後も整備の目処が
立たないため、路線の一部廃止について都市計画の変更決定を行う。

住まい・まち
づくり課

縮小 実施
検討
実施

74 空き家対策の推進
空き家対策は倒壊の危険性や防犯上の問題だけでなく、人口増対策の
観点からも有効なため、推進体制の整備や支援制度の拡充等を図る。

住まい・まち
づくり課

適正化 実施
検討
実施

75
老朽町営住宅の方向性等
の検討

老朽化している舟見町営住宅の改修及び廃止について、今後の方向性
等を検討し、必要な対策を講じる。

住まい・まち
づくり課

適正化
検討
実施

検討

76
青野自然公園パークゴル
フ場の管理体制の検討

現在は業務を３分割して管理委託しているが、体育施設としての一括
管理委託など、より効率的な方法を検討し、職員の負担軽減を図る。

住まい・まち
づくり課

適正化
検討
実施

実施

77
下水道未接続者への加入
促進

Ｈ26年度で下水道整備事業等が完了するが、未接続世帯が多数存在す
るため、加入促進策の強化等により、下水道会計の財源確保を図る。

住まい・まち
づくり課

適正化
検討
実施

検討 実施
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R04
以降
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78
下水道使用料の適正化と
財政計画の健全化

下水道会計が財政危機状況に陥っているため、新たな長期財政計画を
策定して受益者負担の適正化を図り、公平性のある料金改正を行う。

住まい・まち
づくり課

適正化
検討
実施

検討 実施

79
下水道整備事業の完了に
伴う技師の配置転換

下水道整備事業等が完了して技師が担うべき業務量が減少するため、
技師の技術・能力等を十分発揮できる業務への配置転換等を進める。

総務課
住まい・まちづく

り課
関係課

再編 検討
検討
実施

80
給食調理方式のあり方の
検討

更なる調理方式の改善を目指し、センター化、民営化、指定管理者制
度の導入等を検討し、より安全で効率的な給食調理の実現を図る。

教育委員会
事務局

再編 検討 検討 実施

81
スクールバス運行のあり
方の検討

スクールバスの運行には通年と冬季、通学距離等の要件で公平性を欠
き、不公平感が潜在しているため、総合的見地からの見直しが必要。

教育委員会
事務局

適正化 検討
検討
実施

82
学校図書室への司書関与
のあり方の検討

学校図書室に町立図書館の司書を定期的に派遣して図書整理を行って
いるが、その労力と費用対効果を検証し、今後のあり方を検討する。

教育委員会
事務局

適正化 実施 実施

83
給食費保護者負担への支
援策の検討

子育て支援策としての給食費無料化には慎重な対応が必要であり、保
護者負担の一部助成など、給食費の負担のあり方について検討する。

教育委員会
事務局

適正化 実施 継続

84
食育推進事業の取り組み
強化

食育関連事業が年々形骸化しているが、食育の意義、重要性、課題等
について再度検討を行い、取り組みの必要性等について検討する。

教育委員会
事務局

適正化
検討
実施

検討
実施

85
女性の活躍を推進する施
策の展開

女性の活躍を推進するための意識改革を図るとともに、女性の能力を
発揮できる施策等を積極的に展開する。

教育委員会
事務局
関係課

拡充 実施 継続

86 女性団体等の活動支援
地区婦人会の相次ぐ解散など、女性団体の弱体化が進んでいるため、
今後の支援のあり方等を検討し、女性の活躍母体の育成等を図る。

教育委員会
事務局

拡充
検討
実施

検討
実施

87
女性議会等のあり方の検
討

女性議会等のあり方を見直し、廃止を含めた検討を行い、女性議員と
町職員の負担軽減を図る。

教育委員会
事務局

適正化
検討
実施

検討
実施

88
姉妹都市・国際交流のあ
り方の検討

事業によっては目的が不明瞭になるなど、多くの課題を抱えているた
め、事業の必要性や課題の検証を行い、今後のあり方等を検討する。

教育委員会
事務局

適正化
検討
実施

検討
実施

89
町有美術品等の有効活用
の推進

町民会館の収蔵庫内に保管されている美術品等の中には、活用されて
いないものもあるため、美術品等の適正な管理と有効活用を図る。

教育委員会
事務局

適正化 実施 継続

90 図書館の指定管理化
指定管理者制度の導入により、開館時間の延長や館内の配置転換、利
用規制の緩和等を行い、時代のニーズに合った図書館改革を進める。

教育委員会
事務局

再編 検討 検討
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　２　　給与・職員数の適正化

91 特別職等の給料の適正化
特別職等の給料等については、県内自治体の動向等を踏まえながら、
報酬等審議会において適時検討を行い、適正な支給に努める。

総務課 適正化 実施 継続

92 職員数の適正化

職員数の適正化と負担を軽減するため、職員定員管理計画に基づいて
一般行政職を10人、保育士を3人増員し、その後も業務量に応じて更
なる増員を図るなど、職員の確保について適正で柔軟な対応に努め
る。

総務課 適正化
検討
実施

検討
実施

H26.4  233人
H30.4  258人(＋25人)

93
職員給与制度の総合的な
見直し

人事院勧告等を踏まえ、地域間、世代間の給与適正化の観点から給料
表を改定し、平成27年4月から給料表水準を平均2％引き下げる。

総務課 適正化 実施 継続

94 超過勤務の抑制
職員の健康管理の観点から、業務の平準化、事務事業の見直し、アウ
トソーシングの推進等により、恒常的な超過勤務の抑制を図る。

総務課 適正化 実施 継続

95
職員給与の適正化
（昇給・昇格）

人事評価の結果を昇給・昇格時に反映させることで、職員給与の適正
化を図る。

総務課 適正化
検討
実施

検討
実施

96 再任用制度の適切な運用
退職年齢到達者の年金無支給期間の生活給を確保するため、対象者の
意向を尊重した上で、必要最小限の範囲で再任用の運用を開始する。

総務課 適正化 実施 継続

97 女性職員の活躍推進
女性職員が大いに活躍できるような組織機構づくりを推進するため、
管理・監督職への積極的な登用を図る。

総務課・
教育委員会事

務局
適正化 実施

検討
実施

　３　　補助金・負担金の見直し

98 補助金の見直し
毎年、当初予算編成時に全補助金の執行状況や効果、必要性等をゼロ
ベースから検証し、必要な見直し等を行って補助金の適正化を図る。

企画財政課
関係課

適正化 実施 継続

99 負担金の見直し
毎年、当初予算編成時に全負担金の執行状況や効果、必要性等をゼロ
ベースから検証し、必要な見直し等を行って負担金の適正化を図る。

企画財政課
関係課

適正化 実施 継続
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　４　　議会・行政委員会等の見直し

100
議員定数・議員報酬の適
正化

議員定数及び議員報酬については、議会の機能強化及び多様な人材を
確保する観点などから、適正なあり方を検討する。

議会事務局 適正化 検討 検討
（次期改選時期　令和
３年10月）

101
行政委員会委員報酬等の
見直し

行政委員会の委員の報酬等については、県内自治体の動向等を踏まえ
ながら随時検討を行い、適正な支給に努める。

総務課
関係課

適正化
検討
実施

検討
実施

102 監査委員報酬の適正化
監査委員報酬は、その求められる役割が年々重くなっていることを鑑
み、県内自治体の動向等を踏まえながら適正な支給に努める。

議会事務局 適正化 検討 検討

103
附属機関等各種委員報酬
の見直し

附属機関等各種委員の委員の報酬等については、県内自治体の動向等
を踏まえながら随時検討を行い、適正な支給に努める。

総務課
関係課

適正化 検討 検討

104
消防団の定数及び報酬等
の見直し

消防団の団員数及び報酬等の適正化を図るため、県内自治体の動向等
を踏まえながら随時検討を行い、適正化に努める。

総務課・消防
署

適正化
検討
実施

検討
実施

　５　　計画推進のために

105 職員の意識改革
自己決定・自己責任・自己統治を原則に、前例踏襲に囚われず、コス
ト意識を有し、スキルの向上を目指せる職員育成と意識改革を図る。

総務課 適正化 実施 継続

106
人材育成基本方針に基づ
く職員研修

職員人材育成基本方針に基づき、プロ意識の醸成やスキル向上等を目
的に効果的な研修を実施し、職務に対応できる職員の育成を図る。

総務課
関係課

拡充 実施 継続

107 目標管理制度の導入
評価結果の給与等への適正な反映やマネジメント能力の向上を目的に
目標管理制度の導入を検討し、人事評価のより効果的な運用を図る。

総務課 適正化
検討
実施

継続

108 行財政改革の推進
行財政改革は行政の不断の命題であるため、実行計画の進捗管理を随
時行い、その効果等を検証しながら、継続的かつ着実な推進を図る。

総務課 適正化 実施 実施
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